
 

令和５年度 第４回 甲賀市地域公共交通活性化協議会 次第 

 

 

                  ・日 時 令和６年１月２２日（月） １３：５０ ～  

         

・場 所 甲賀市役所別館１０１会議室 

 

 議 事 

 

  （１）報告事項 

報告第１号 令和５年度事業進捗状況について     資料１ 

報告第２号 甲賀市地域公共交通計画の策定について  資料２ 

報告第３号 コミュニティバス等の再編について    資料３ 

 

（２）協議事項 

第１号議案 信楽高原鐵道鉄道事業再構築実施計画の認定申請について 

資料４ 

 

 

  （３）その他 

 

 
 
 
 
 
 
 
  

※なお、会議終了後引き続き 第２回自動車部会を開催します。 



 
 
 

甲賀市地域公共交通活性化協議会について 

 
 本市では、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（平成１９年法律第５９

号）の規定に基づく法定協議会である「甲賀市地域公共交通活性化協議会」を平成２

１年３月１３日に設置しました。 
 本協議会では、地域交通について総合的な検討を行い、関係者と合意形成を図りな

がら、本市にとって最適な公共交通を実現するため、実証実験や利用促進などを検討・

実施しております。 
 また、本協議会には自動車部会を設置しており、本部会では道路運送法の規定に基

づく地域公共交通会議の機能を有しておりますことから、主にコミュニティバスの路

線再編やダイヤ改定、運賃改定等を運行事業者からの提案に基づいて協議いただくこ

ととなっております。 
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          令和５年度事業計画             資料1 

 〇事業計画 

（１） 「甲賀市地域公共交通計画」の策定 

  報告第２号にて説明 

 

（２） 「甲賀市地域公共交通計画」に示す基本方針（案）に基づく事業実施 

基本方針① まちづくりと連携して暮らしを支える地域公共交通ネットワークの構築 

・公共交通を利用して都市部へ通勤・通学等が出来る環境を維持し、選ばれるまちになるよう定 

住促進を図る  

→ １１月１日より、滋賀県と連携して「通勤シャトルバス運行実証実験」を実施   
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・わかりやすく利用しやすい地域公共交通ネットワークの構築 

・コミバス、コミタクの利用状況に応じたダイヤ調整や効率的な路線再編の検討 

 → 報告第３号にて説明 

・信楽高原鐵道、ＪＲ草津線、近江鉄道の安全な運行の継続と利便性向上 

 → 信楽高原鐵道・・・今年度内に「鉄道事業再構築実施計画」を再認定 

（第１号議案にて説明） 

ＪＲ草津線・・・市民交流駅の老朽化対応、安全に関するＪＲとの調整 

近江鉄道・・・令和６年４月（予定）より、公有民営の上下分離方式にて再スタート  

するための準備及び利便性向上を検討する会議を定期的に実施  

 

基本方針② 誰もが利用しやすく使いたくなるような地域公共交通サービスの充実 

・利用しやすい乗車、乗り継ぎ環境の整備  

→ 西友前バス停の上屋建築工事が 12 月で完了し、現在、情報設備の設置中 

    

  

・わかりやすい運行形態と情報提供による利用促進 

・ＩＣＴや新技術を活用し、質の高い情報提供とデータ分析、利便性向上を行う 

 → Ｒ４から継続して、デジタル定期・デマンドスマホ予約・シェアサイクル・情報可視化システ     

ム等の導入（年度内に供用開始）を進め、すでに設置して運用している乗降管理システム   

により、バス停ごとの利用状況や便ごとの利用数を分析し、路線の見直しに反映 

・来訪客や市民の周遊性を高めるため、観光部局と連携した魅力ある利用促進を行う 

 → 観光まちづくり協会と連携して JR 草津線の利用促進を中心とした事業を実施（調整中） 

・定期利用を増やすための利用促進の実施 

 → JR 草津線利用促進・利便性向上検討調査業務委託の実施（通勤通学方法転換調査等）、   

シャトルバス実証実験、スマホ定期券の導入 
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JR 草津線利用促進・利便性向上検討調査業務委託 について 

 

〇業務機関    令和５年１２月１３日 から 令和６年 ３月２９日 まで 

 

〇業務委託料   ８,４９２,０００ 円（税込） 

 

〇受託者      滋賀県大津市中央３丁目２－１ セザール大津森田ビル 

                  中央復建コンサルタンツ株式会社 滋賀営業所                    

 

〇業務目的    将来にわたって持続可能で利便性の高い草津線をはじめとした公共交通サー       

ビスを維持することをねらいとし、草津線の利用促進と利便性向上に向けた取 

組みを進めていくことを目的として、必要な検討課題を整理し、草津線利用可  

能性の検討を行う。 

   

〇業務の概要  ①草津線将来利用者数予測 

              ・草津線利用者数モデル分析 

・利用者数への影響要因分析 

・利用者数見通し予測  

②関連プロジェクトの効果と影響把握 

  ・検討対象プロジェクトは、「リニア新幹線整備」と「草津線甲西駅行き違い施   

設整備」を対象 

③草津線利用に関するアンケート調査の実施 

・工業団地等事業所アンケート調査 

・沿線高校生アンケート調査 

・沿線中学生・保護者アンケート調査 

④草津線利用促進方策の検討、提案 

・各主体の草津線利用可能性の定量把握方法検討 

・草津線利用促進方策の具体化検討、提案 
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基本方針③ オール甲賀で未来につなぐ持続可能な仕組みづくり 

・過度な自動車利用から、自動車と公共交通をかしこく使い分ける、モビリティ・マネジメントを推   

進 

→ 「コウカのりものフェス」として、市民の皆様が過度な自動車利用からの転換を図っていただ   

くため、各種事業を実施、３月にもさらに充実して実施予定（内容については、別途ご相談・

照会させていただきます） 
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・自治振興会や関連する団体、および関係機関との連携を密にしながら効果的な事業の推進 

→ 駅の管理団体（甲賀駅や甲南駅）や自治振興会（貴生川）と連携しながら利用促進事業を

実施 

・広告収入や補助金の活用、運賃制度の見直しにより新たな収益モデルの検討 

→ コミバスでは、路線再編により、国庫補助金の申請を検討中（土山本線）、また、ＳＫＲでは、

新設された国の補助金（補助率 1/3→1/2）を獲得するために申請中 

・地域の実情に応じた移動支援、いつもの暮らしを守るための体制づくりの構築、支援 

→ 区（甲賀地域）と連携しながら移動支援事業に対して支援。各地域区長会において、今後

の支援の在り方や補助制度について説明 

・高齢化により不足する地域公共交通の担い手を市も一体となって確保に努め、労働環境の改   

善 

→ バス路線の見直しを実施、事業者とも調整を行いながら情報共有や必要な支援等を協議 
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資料２ 

 

 

甲賀市地域公共交通計画の策定について 

 

 

 

前回の会議において、本年１０月１日に上位法令等の改正がありますことから、創設される予

定の国庫補助制度の信楽高原鐵道事業での活用を見据え、本計画の策定時期を予定してい

た９月から１０月以降に延期することを報告させていただきました。 

今回、国土交通省と調整のうえ、法改正内容を踏まえ記載内容を微修正し、令和５年１２月２

８日に策定いたしましたので資料を添えて報告いたします。 
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 資料３ 

 

 

コミュニティバス等の再編について 

 

 

  甲賀市地域公共交通計画に示す目標を達成するための「施策メニュー」【計画（案）Ｐ４２～】の一つ

である「コミュニティバス再編計画」および令和６年４月１日に予定しているコミバス・コミタクのダイヤ改正

概要について報告いたします。 

  

 

〇改正までのスケジュール 

年月日 検討組織等 内容 

R5.12.15 市議会産業建設常任委員会 

コミュニティバス再編計画

（案）における路線ごとの改

正概要についての説明 

R5.12.21 甲賀市地域公共交通活性化協議会 

自動車部会 

R5.12.22 市議会全員協議会 

R5.12～ 学校長（教頭）、地域役員等への説明 

R6.1～2 地元説明 

（デマンド導入地域・通学方法変更地域） 

ダイヤ改正内容の説明 

（時刻は未公表：JR の改正ダ

イヤとの調整があるため） 

R6.1.19 市議会産業建設常任委員会 ダイヤ改正内容の説明 

R6.1.22 甲賀市地域公共交通活性化協議会 ダイヤ改正内容の説明 

R6.1.25 市議会全員協議会 ダイヤ改正内容の説明 

R6.2.15 甲賀市地域公共交通活性化協議会 

自動車部会 

暫定ダイヤでの承認 

R6.2.17 ごろ ダイヤ改正概要の公表（ダイヤは未公表） （時刻は未公表：JR の改正ダ

イヤとの調整があるため） 

R6.2 月下旬 市議会へ情報提供 時刻表の事前配布（データ） 

R6.3 月上旬 プレス発表(JR ダイヤ改正公表に合わせて) 新ダイヤの一般公開 

R6.4.1 ダイヤ改正  

 随時、改正状況のチェック、評価  
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資料４ 

信楽高原鐵道鉄道事業再構築実施計画の認定申請について 

 

 

  甲賀市地域公共交通計画に示す「施策メニュー」の一つである「信楽高原鐵道鉄道事業再構築実

施計画」の国土交通大臣認定を受けるため、別添（案）のとおり計画を作成しましたので、その内容につ

いて協議するものです。 

 

〇申請に至る経過 

鉄道事業再構築実施計画は、鉄道会社での安全運行の維持が困難となった場合、上下分離等の事

業構造の変更等を実施することで運行の維持を図ることを目的とし、計画を認定された場合は補助率の

かさ上げ等の優遇措置を受けることができます。 

本市は、信楽高原鐵道鉄道事業再構築実施計画（平成２５年度から１０年間）の認定を受け、平成２５

年４月１日より、信楽高原鐵道信楽線の第３種鉄道事業者として、国は県の支援をいただきながら、レー

ルやまくらぎ、踏切や車両等の施設を保有し、その維持管理や設備の改良等を実施しており、信楽高

原鐵道㈱においては、コロナ禍による収益の悪化が見られたものの、市が自ら設備の維持管理を行うこ

とで安定した運行、鉄道会社の経営改善を図ることができております。 

しかしながら、アフターコロナによる生活様式の変化や少子化、物価の高騰など、鉄道を取り巻く状況

が厳しいことが予想されますので、継続した支援を得るため、計画期間を延長することで国と協議を進

めておりましたが、計画の再認定や延長は認められておりませんでしたが、本鉄道に限らず、地域鉄道

を取り巻く状況を踏まえ、本市だけでなく、滋賀県や他の自治体においても、地域公共交通への支援に

ついて要望を重ねてまいりました。 

 

〇認定が必要な理由 

令和５年９月に社会資本整備総合交付金交付要綱が改正され、地域公共交通を再構築するための

事業に対し、事業費の 1/2（上限）を補助することができる「地域公共交通再構築事業」が創設され、交

付要件に「鉄道事業再構築実施計画」の認定が設定され、計画期間が終了した事業者においても再度

計画が認定できることとなりました。 

つきましては、社会資本整備総合交付金を活用して整備を実施する場合、現在よりも補助率が優遇

されますので、補助制度の信楽高原鐵道事業での活用を見据え、「信楽高原鐵道鉄道事業再構築実

施計画」の再認定を目指すものです。 

 

〇認定までのスケジュール 

 

年月日 検討組織等 

R6.1.22 甲賀市地域公共交通活性化協議会 

R6.1.31 ごろ 庁内決裁 

R6.2 月上旬 国へ申請 

R6.3(未定) 計画の認定 
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旧 新 

鉄道事業再構築実施計画 

１ 鉄道事業再構築事業を実施する路線及びその区間 

 信楽高原鐵道信楽線 全線（14.7㎞）/輸送密度 約 761人（令和 4 年度） 

２ 旅客鉄道事業の経営の改善に関する事項 

(１) 安全な輸送サービスの確保 

① 施設整備の着実な実施  

② 車両の計画的な更新  

③ 安全管理の積極的推進  

（西日本旅客鉄道㈱が実施する安全教育・訓練への参加による知識・技能の向上） 

（２）経営合理化の推進 

①  経営を地域全体で支えるための経営諮問機関の設置  

② 事業者努力による一層の経費削減  

（人件費の削減実施）  

③ 甲種内燃車運転免許保持者（運転士）の自社養成   

（３）情報発信力とブランド構築力  

① 関連グッズの開発・販売促進  

② 運転等体験プログラムの開発  

③ 鉄道利用を組み込んだ旅行商品の開発  

（観光バス・高速ツアーバス等との連携）  

④ 企画切符の販売  

（陶製干支切符や抽選券付き回数券の販売） 

３ 地方公共団体その他の者による支援の内容 

（１）甲賀市による鉄道用地・施設の保有等 

支援策 内容 

鉄道用地・施設の取得、 

保有等 

甲賀市が信楽高原鐵道（株）から鉄道用地・施設（線路、電路、 

車両等）を取得、保有し、第三種鉄道事業者として第二種鉄道 

事業者となる同社に無償で使用させる。 

甲賀市はそれぞれ、鉄道施設条例（平成 25年 2月 6 日公布）に基づき、信楽高原鐵道（株） 

に鉄道用地・施設を無償で使用させる。 

 

鉄道事業再構築実施計画（案） 

１ 鉄道事業再構築事業を実施する路線及びその区間 

 信楽高原鐵道信楽線 全線（14.7㎞）/輸送密度 約 761人（令和 4 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地方公共団体その他の者による支援の内容 

（１）甲賀市による鉄道用地・施設の保有等 

支援策 内容 

鉄道用地・施設の保有等 甲賀市が鉄道用地・施設（線路、電路、車両等）を第二種鉄道事業者

である信楽高原鐵道株式会社に無償で使用させる。 

甲賀市は鉄道施設条例（平成２５年２月６日公布）に基づき、同社に鉄道用地・施設を無償で使用

させる。 

 

 



≪第１号議案≫ 信楽高原鐵道鉄道事業再構築実施計画の認定申請について 

2 
 

（２）甲賀市による施設整備、維持修繕・管理等に要する費用の負担 

支援策 内容 

施設整備費の負担 甲賀市が第三種鉄道事業者として、鉄道施設等の施設整備を実 

施する。 

維持修繕費・管理費

の負担 

①甲賀市が第三種鉄道事業者として、線路、電路等の維持修繕を信楽高原鐵

道（株）に委託する。  

②甲賀市が車両所有者として、信楽高原鐵道㈱の行う車両の維持修繕にかか

る費用を負担する。  

③信楽高原鐵道（株）が甲賀市からの委託及び費用負担を受け、線路、電路、

車両等の維持修繕・管理を行う。 

（３）甲賀市による利用促進・増収方策の推進 

支援策 内容 

まちづくり施策と

連携した利用促進 

①パーク＆ライド・サイクル＆ライドの推進  

・鉄道駅においてパーク＆ライド・サイクル＆ライドの実施体制を整備する。 

②ノーマイカーデーやエコ通勤の推進と環境乗車券の販売  

・甲賀市職員が通勤定期券を購入し、鉄道利用を推進することで、市民・企

業への拡大を図る。  

③公共施設の駅併設または周辺への立地  

・鉄道駅周辺へ公共施設を立地し、地域住民の利用促進を図る。 

 

 

 

 

 

４ 旅客鉄道事業の事業構造の変更の内容 

第一種鉄道事業者である信楽高原鐵道（株）が、鉄道用地、鉄道施設及び車両を甲賀市に無償譲渡し、第

三種鉄道事業者としての甲賀市から当該用地、鉄道施設及び車両を同社が無償で借り受けて第二種鉄道事業

者として運行を行う事業構造とする。 

５ 鉄道事業再構築事業の実施予定期間 

事業開始予定年月日：平成 25 年 4 月  1 日  

事業終了予定年月日：平成 35 年 3 月 31 日  

なお、事業開始から５年が経過した時点で、実施計画の進捗状況・効果等を評価・分析した上で、必要に

応じて実施計画の内容の見直し等について検討することとする。 

 

 

 

 

(２) 甲賀市による施設整備、維持修繕・管理等に要する費用の負担 

支援策 内容 

施設整備費の負担 甲賀市が第三種鉄道事業者として引き続き鉄道施設等の施設整備を実施す

る。 

維持修繕費・管理費

の負担 

甲賀市が第三種鉄道事業者として引き続き施設の維持修繕にかかる費用を負

担する。 

 

 

 

（３）甲賀市による利用促進・増収方策の推進 

支援策 内容 

まちづくり施策と

連携した利用促進 

①地域幹線軸としてのまちづくりの推進 

信楽線は、甲賀市地域公共交通計画で地域拠点間を結ぶ幹線軸として位置

づけている。市民の重要な移動手段であるとともに、地域の産業を支える鉄

道として、施設整備等により利用しやすい環境を構築する。 

②二次交通の確保・改善 

コミュニティバスやデマンドタクシー等の効率的な配置、シェアサイク

ルの整備、また、周辺の駐車場整備によるパーク＆ライド・サイクル＆ラ

イドを推進する。 

③環境に配慮した移動手段を選択する市民意識の醸成 

子供を対象とした交通学習や職業体験、また、乗車キャンペーン等の実施

等により、市民の乗車機会を提供することでマイレール意識の醸成を図る。 

 

３ 旅客鉄道事業の事業構造の変更の内容 

第三種鉄道事業者である甲賀市から当該用地、鉄道施設及び車両を同社が無償で借り受けて第二種鉄道事

業者として運行を行う事業構造とする。 

 

４ 鉄道事業再構築事業の実施予定期間 

事業開始予定年月日：令和 ６年 月  日 

事業終了予定年月日：令和１５年３月３１日 

 本計画に基づく事業の進捗状況や、事業主体の変更に向けた協議を踏まえて、本計画期間中であっても

適宜計画の見直しを行いながら、鉄道事業再構築事業を実施する。 
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６ 鉄道事業再構築事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

項  目 
事業費 

（百万円） 

負担額 

（百万円） 

調達 

主体 

調達方法 
実施 

年度 
適用助成 

制度 

起債の 

有無 

○維持修繕・管理経費 

維持修繕経費の負担 １５１ １５１ 甲賀市 地方単独 

 

無 H25～34 

維持管理経費の負担 ４２１ ４２１ 

小  計 ５７２ ５７２  

○施設整備経費 

線路 橋梁回収 

ポイント融雪設備 

レール重軌条化 

軌道道床硬質好悪増

加 

１７６ １７６ 甲賀市 鉄道軌道安

全輸送設備

等整備事業 

 

無 H25～34 

電路 列車無線設備改良 

踏切設備改良 

２４ ２４ H25～34 

車両 車両更新 

車両検査 

６９２ ６９２ H25～34 

その他 駅改修 

車庫整備 

２４０ ２４０ 地方単独 H25～34 

小  計 １,１３２ １,１３２  

○利用促進施策経費 

・関連グッズ製作  

・ヘッドマーク製作  

・エージェント等への営

業にかかる経費  

・広報媒体を介したキャ

ンペーン等の実施 

３２ ３２ 甲賀市 地方単独 

 

無 H25～34 

※ 甲賀市の上記負担に対して、滋賀県が応分の支援を実施する 

 

 

 

 

 

 

 

５ 鉄道事業再構築事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

項  目 
事業費 

（百万円） 

負担額 

（百万円） 

調達 

主体 

調達方法 
実施 

年度 

６との 

関連 適用助成制度 
起債の 

有無 

○維持修繕・管理経費 

維持修繕経費 ８９９ ８９９ 甲賀市 ・市一般財源 

・補助スキー

ムに応じて滋

賀県が負担 

無 R5～R14 （１）

～

（５） 

小  計 ８９９ ８９９  

○施設整備経費 

線路 軌間拡大防止 

軌道道床硬質構

造化 

落 石 防 護 設 備 

等 

６５１ ６５１ 甲賀市 ・市一般財源 

・社会資本整

備総合交付金 

・鉄道軌道安

全輸送設備等

整備事業 

・補助スキー

ムに応じて滋

賀県が負担 

有 R5～R14 （２） 

電路 信号機更新 

踏 切 設 備 改 良 

等 

４６ ４６ R5～R14 （２） 

車両 先進車両の導入 

車両検査 

多言語化対応 

４７５ ４７５ R5～R14 （１） 

その他 駅・設備改修 

旅客案内設備 

IC カード導入 

等 

２００ ２００ ・市一般財源 

・社会資本整

備総合交付金 

・鉄道軌道安

全輸送設備等

整備事業 等 

R5～R14 （３）、

（４） 

小  計 １,３７２ １,３７２  

○利用促進施策経費 

地域活性化事業 

（商工会等と連携した特

典切符、ツアー、特産品の

車内販売・車両ラッピン

グ等） 

魅力向上事業 

４０ ４０ 信楽高

原鐵道

㈱ 

・自己資金 

・甲賀市補助

金 等 

無 R5～R14 （５） 
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（景観形成、イベント列

車運行等により鉄道を観

光資源として磨き上げ） 

二次交通の利便性向

上 

（コミバス、シェアサイ

クル、パークアンドライ

ド等）マイレール意識

の向上（交通環境学習、

告知運賃（定期代）補助・

仕事体験ツアーの実施

等） 

小  計 ４０ ４０  

合  計 ２,３１１ ２,３１１  

６ 利用者の利便の確保に関する事項 

（１）先進車両の導入、車両の多言語化等による利便向上 

新型鉄道車両の導入 

・現在の液体式気動車に代わり、振動の抑制による乗り心地の改善、加速性能の向上による速達性の確保、カー

ボンニュートラルの要請に応える環境性能に優れた新しいタイプの気動車を導入する。 

  既存車両の多言語化 

   ・車内放送や案内表示を多言語化することにより、外国人訪問客の利便を向上させる。 

（第一段階は英語対応） 

  車内の防犯対策 

   ・利用者に安心して乗車していただくため、車内に防犯カメラの設置、簡易盾を装備するとともに、関係機関と連携

した危機管理対応訓練を実施する。 

（２）既存設備の再整備、施設の新設改良による利便向上 

  軌間拡大の防止・乗り心地の改善 

・乗り心地の改善、将来の維持管理コストの縮減、将来にわたる安全な路線の維持を図るため、現在敷設されてい

る古いレールを更新するとともに、道床を硬質化し、排水不良個所については排水溝を敷設する。  

・まくら木についても、木製のまくら木の３本に１本の間隔でPC製に更新する。また、橋梁に設置されている橋まくら

木についても木製から樹脂製に交換する。 

   安定輸送・定時性の確保による利便の向上、電気施設の省エネルギー化 

   ・安定輸送を確保するため、転轍機、連動装置、分岐器の更新等を実施する。 

・落石等による輸送障害を未然に防止するため、防護設備を設置する。 

   ・信号機、踏切施設を更新し、安定輸送を確保するとともに、LEDに更新することで省エネ化を図る。 

   橋脚等の改良による長寿命化と災害・耐震対策による利用者の安全確保 

  ・橋桁塗装により長寿命化を図ることによりコスト縮減を図る。 

・橋脚の洗堀防止のため、補強工事を実施し、近年の豪雨等の災害を未然に防止する。 
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・橋脚の耐震調査を実施し、必要な個所について耐震工事を実施することで利用者の安全を確保する。 

・災害を未然に防止し、利用者の安全を確保するため、風速計、雨量計を更新する。 

（３）駅および停車場施設の改良、整備による利便向上 

交通系ICカードの導入による利便向上 

・交通系ICカードに対応した改札機等を設置し、キャッシュレス化による利便性の向上を図るとともに、既  

交通系ICカードに対応しているJR草津線など他路線とのシームレスな乗継ぎを実現する。 

ホームの改良による利便向上と安全確保 

・駅のホームの高さを嵩上げし、車両乗降時の段差を解消することで利用者の利便性を向上させるとともに、内方

線付き警告ブロックを整備し、視覚障がい者のホームからの転落防止などの安全対策を図る。 

乗り換え等の利便向上 

・券売機の改良、駅案内表示の改修（多言語表記）、旅客案内システム（多言語対応）を導入する。 

（４）まちづくり、観光施策との連携 

鉄道の魅力およびサービスの向上 

・二次交通や他社線（JR・近江鉄道線等）との接続改善、沿線の商業施設等とタイアップした鉄道利用の特典付与、

鉄道を利用した沿線観光地を巡る着地型ツアー商品の造成等、鉄道・列車の魅力向上と新たな収入確保を目指

し、新しい魅力的な輸送サービスの提供を目指す。 

・利用者ニーズを踏まえた企画切符や高齢者の外出を支援する割引パスの本格導入等を検討するとともに、企画切

符で既に導入しているスマホアプリによる乗車券のしくみを活用したアプリ定期券を導入する。 

・駅周辺の駐車場や駅前ロータリーの整備、鉄道利用者の駐車場割引制度の導入などにより、パーク＆ライドを推進

し、利用者の利便性向上を図り、新たな鉄道利用者の増加につなげる。 

・駅を起点とした市街地周遊バスの運行や、まちなかを回遊するモビリティの整備など、鉄道と連携した市街地の移

動の利便性の向上を図る。 

・駅周辺の賑わい創出の拠点となる、駅の空調設備の整備、改修等の環境改善を図り、待ち時間の有効活用など、

駅空間の活用を促す取組みを進める。 

・沿線の景観を活かした観光関連施設の整備・拡充を図る。 

（５）その他 

安定した輸送を確保するための担い手の確保 

・事故のない安全・安心な輸送サービスを提供するため、運転士や鉄道施設等の保守管理技術者の人材確保

や資質向上を図る。 

通学・通勤定期利用の促進 

・沿線の高等学校等では通学定期運賃が高額であるため、家族による送迎や自転車通学を選択しているケー

スも多く、高校生や保護者に対してアンケート調査等を実施し、利用者ニーズ等の把握やデータに基づく通

学定期の値下げに向けた調査・研究を実施する。 

道路渋滞の緩和 

・観光地である信楽地域の道路交通渋滞緩和や環境負荷の低減を図るため、パークアンドライドを推進する。 

シームレスな輸送サービスの提供 

・他社線（JR線、信楽高原鐵道）との乗り継ぎの改善、コミュニティバスやデマンドタクシー等の二次交通の維持

確保・改善、パーク＆ライド、サイクル＆ライドの推進、サイクルトレインの有効活用、レンタサイクル充実等、シ
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７ 鉄道事業再構築事業の効果 

事業の実施主体の変更により、第二種鉄道事業者の信楽高原鐵道（株）における鉄道施設等に係る維持管理

費用が大幅に軽減されること、及び甲賀市（沿線自治体）・地域団体の３者が「信楽高原鐵道の持続的運行」

を目標とした積極的な取り組みの推進による利用促進・増収策が展開されることにより、実施計画期間中を

通じて概ね収支の均衡を達成し、安定した地域公共交通の確保を実現することができる。  

なお、本実施計画で想定された効果が得られず、信楽高原鐵道（株）が単年度最終赤字を計上することとな

る年度においては、甲賀市が支援を行うものとする。 

 

 

 

８ 鉄道事業再構築事業に関連して実施される地域公共交通総合連携計画に定められた事業に関する事項 

地域と連携した利用促進 

実施主体 信楽高原鐵道（株）、甲賀市、地域団体（観光協会・商工会、利用促進協議会） 

事業内容 （１）魅力ある列車の運行等と地域団体と連携したイベントの開催  

（２）サポーターズクラブの設立等によるマイレール意識の醸成と利用促進 

情報発信力とブランド構築力 

実施主体 信楽高原鐵道（株）、甲賀市、地域団体（観光協会・商工会）、その他（旅行会社、地元

学生・ボランティア、鉄道愛好家）その他の交通事業者等 

事業内容 （１）「陶器・忍者・宿場町」という甲賀市の観光資源全てを活用した観光客誘致  

（２）車窓風景の創造  

（３）シンボルキャラクターの創造や魅力あるホームページの整備による情報発信 

 

ームレスな輸送サービスの提供に取り組んでいく。 

・交通系IC カード等のキャッシュレス決済の導入、タイムリーな運行情報の提供等も検討していく。 

さらに、シームレスな交通サービスの提供、鉄道利用の新たな需要創出を図るため、他社とも連携しながら、関

西MaaS の導入も見据え、関西のモビリティサービスを一括して提供できるしくみづくりについても研究してい

く。 

地域との連携によるにぎわい創出と人々の交流による地域の活性化 

・駅舎および駅周辺において、地域の魅力を活かした集客性の高いイベントを開催することにより、沿線地域外

から、または沿線地域内の鉄道を利用した移動を促進する。 

・観光シーズンには、観光客が来訪しやすいようにスマホ決済によるお得な乗り放題チケットの販売や、割引乗

車デーなどにおける沿線地域の団体等との連携した取組により、人々の交流機会の創出や地域活性化を進

めていく。 

・クラウドファンディングの募集、ふるさと納税への商品提供、枕木オーナー制度の導入等により、新たな収入確

保に努める。 

・JR西日本や近江鉄道など沿線の鉄道、また地域や関連団体と連携した駅周辺のにぎわい創出に取り組むとと

もに、地元特産品等の車内・駅における販売や沿線地域の魅力、信楽線の取組に関する積極的な情報発信

等に甲賀市と連携して取り組んでいく。 

 

７ 鉄道事業再構築事業の効果 

（１）利用者数 

計画終了年度（令和10年度）にコロナウィルス感染症発生前（令和元年度）の輸送人員（約４４万人）を回復す

る。（令和4年度：33.9万人） 

（２）第二種鉄道事業者の事業収支 

令和６年度から第二種鉄道事業者の営業収支の均衡を実現する。（令和4年度：▲5.6百万円） 

（３）国および地方公共団体の支出額 

上記５の負担額のとおりとする。 

ただし、自然災害の発生や社会情勢の変化等により、今後支出額が変動する場合がある。 

 

８ その他鉄道事業再構築事業の実施のために必要な事項 

（１）甲賀市地域公共交通計画の記載内容 

  基本方針   ２．「地域の暮らしを守る」地域間幹線・支線の維持と効率化 

  施策メニュー ⑤信楽高原鐵道の安定経営と安全運行及び利便性の確保 

  ○ 上下分離方式による安全運行の確保 

    ・公有民営の上下分離方式による運行の継続 

    ・鉄道事業再構築事業実施計画の再認定 

  ○ 利用者の利便の確保 

    ・鉄道事業再構築実施計画の再認定 

    ・快適性・効率性の向上（まくらぎの改良・LED化の推進） 

    ・利便性の向上（新規車両の導入・ICカードの導入・キャッシュレス化の推進・貴生川駅での乗り継 



≪第１号議案≫ 信楽高原鐵道鉄道事業再構築実施計画の認定申請について 

7 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ぎ環境の改善など 

● 鉄道事業再構築実施計画の再認定 

陶都信楽と市の中心部である水口をつなぐ本鉄道を、市民の重要な移動手段としての機能に加え、観光

資源として地域の活性化に寄与する鉄道とするため、地域公共交通特定事業に関する事項を定めた鉄道

事業再構築実施計画を策定し、先進車両の導入や軌道強化等の事業を実施し、鉄道の安全な運行の継

続と利用者利便向上を図ります。 

（２）立地適正化計画その他まちづくり又は観光の振興に関する計画における地域公共交通ネットワークの活用に

ついての実効性ある取組の記載状況 

〇甲賀市都市計画マスタープラン 

３．将来都市構造 

２ 都市核 

 ⑤交通拠点 

    貴生川駅周辺を交通拠点に位置づけ、鉄道相互やバス交通との乗換えが円滑に行えるように

交通結節機能の充実を図る。 

４．分野別基本方針 

（２）道路・交通体系整備の方針 

  ２）整備・誘導方針 

    ②公共交通の整備方針 

     鉄道の利便性の向上 

     ・近江鉄道、信楽高原鐵道についても、沿線の市街化動向にあわせて、JR と連携の強化を図

り 利便性の向上を促進し持続的な運行をめざす。 

     鉄道駅を中心とする公共交通等の利便性の向上 

     ・貴生川駅周辺において道路整備等を推進して交通結節機能の強化を図る。 

     ・駅周辺において駅前広場や駐車場の整備を促進し、自動車から鉄道への乗換えを行うキス

アンドライドやパークアンドライドを推進する。 

     ・自転車の放置による景観への悪影響や盗難などの犯罪の予防及び公共交通機関の利用促

進のため、駅周辺などで駐輪場の整備を図る。 

     都市内を結ぶ公共交通の利便性の向上 

     ・鉄道・バスの結節点となる貴生川駅周辺を中心とする公共交通ネットワークの強化を図る。 

     地域連携を図る公共交通等の利便性の向上 

     ・隣接する都市と連絡する鉄道等の公共交通の強化や主要な幹線道路の整備を促進し、地

域連携の充実を図る。 

（５）市街地整備の方針 

  ２）整備・誘導方針 

    ①市街地整備 

     鉄道駅周辺のまちづくり 

     ・JR 貴生川駅・甲賀駅周辺においては道路等の整備を図り交通結節機能の強化を図る。 
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８ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律施行規則第30条の4第2項に基づく記載事項及び添付書類等 

 

 

 

○甲賀市観光振興計画 

公共交通と連携した観光振興 

市民の生活交通であり、本市を訪問される方の移動手段としての鉄道やバス等の公共交通を活性化

するため、交通政策部署との連携を図りながら、沿線の観光開発によって観光旅客輸送を増やす取り

組みを行います。また、公共交通と連携した観光ルートの設定や観光商品の開発に取り組むとともに、

ニーズに応じた観光拠点への二次交通の整備を図ります。 

 

 

 


